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公
的
年
金
等
か
ら
の
特
別
徴
収

　

21
年
10
月
か
ら
、市
・
県
民
税
を
公
的

年
金
等
か
ら
あ
ら
か
じ
め
差
し
引
き
す

る「
特
別
徴
収
」が
始
ま
り
ま
す
。

■
特
別
徴
収
の
対
象
者

　

平
成
21
年
４
月
１
日
現
在
、老
齢
基

礎
年
金
等
の
支
払
を
受
け
て
い
る
65
歳

以
上
の
方
で
、前
年
中
に
市
・
県
民
税
が

課
税
と
な
る
公
的
年
金
等
の
支
払
が
あ

っ
た
方
が
対
象
で
す
。

※ 

公
的
年
金
等
と
は
国
民
年
金
、厚
生

年
金
、共
済
年
金
、企
業
年
金
な
ど

■
特
別
徴
収
さ
れ
る
年
金

　

老
齢
基
礎
年
金
等
で
す
。

■
納
税
通
知
書
で
納
め
て
い
た
だ
く
方

▼ 

老
齢
基
礎
年
金
等
の
支
払
額
が
、年

額
18
万
円
未
満
の
方

▼ 
所
得
税
、介
護
保
険
料
な
ど
を
差
し

引
い
た
後
の
年
金
か
ら
、市
・
県
民
税

が
引
き
き
れ
な
い
方

▼ 

１
月
１
日
に
は
狭
山
市
に
居
住
し
て

い
た
が
、そ
の
後
、転
出
を
さ
れ
た
方

※ 

１
月
２
日
以
降
に
転
入
さ
れ
た
方

は
、１
月
１
日
在
住
の
市
町
村
か
ら

納
税
通
知
書
が
送
付
さ
れ
ま
す

■
特
別
徴
収
す
る
税
額

　

公
的
年
金
等
に
係
る
、所
得
割
額
及

び
均
等
割
額
で
す
。

※ 

給
与
所
得
や
不
動
産
所
得
な
ど
の
他

所
得
が
あ
る
場
合
に
は
、公
的
年
金

所
得
相
当
税
額
の
み
が
差
し
引
か
れ

ま
す

■
特
別
徴
収
開
始
年
度
の
徴
収
方
法

　

公
的
年
金
等
に
係
る
所
得
割
と
均
等

割
の
半
分
に
相
当
す
る
額
を
、６
月
と

８
月
に
納
税
通
知
書（
普
通
徴
収
）で
納

め
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

残
り
の
半
分
は
10
月
、12
月
、２
月
の

各
月
に
支
払
わ
れ
る
年
金
か
ら
特
別
徴

収（
本
徴
収
）し
ま
す
。

　

翌
年
度
の
４
月
、６
月
、８
月
の
年
金

か
ら
、前
年
度
の
後
半
の
金
額
を
暫
定

的
に
徴
収（
仮
徴
収
）し
ま
す
。ま
た
、６

月
に
確
定
し
た
年
税
額
か
ら
仮
徴
収
分

を
引
い
た
残
り
の
額
を
、10
月
、12
月
、

２
月
に
特
別
徴
収（
本
徴
収
）し
ま
す
。

公的年金等からの特別徴収開始の流れのイメージ
（給与所得、年金所得、不動産所得のある方）
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■
制
度
の
概
要

　

都
道
府
県
・
市
区
町
村
、住
所
地
の
都

道
府
県
共
同
募
金
会
な
ど
に
対
す
る
寄

附
金
の
控
除
対
象
額
が
、10
万
円
を
超

え
る
部
分
か
ら
５
千
円
を
超
え
る
部
分

と
な
り
、控
除
対
象
限
度
額
は
総
所
得

金
額
等
の
25
％
か
ら
30
％
に
引
き
上
げ

ら
れ
、拡
充
が
図
ら
れ
ま
す
。特
に
都
道

府
県
・
市
区
町
村
に
対
す
る
寄
附
金
は
、

特
例
控
除
に
よ
り
、市
・
県
民
税
所
得

割
額
の
1
割
程
度
を
限
度
と
し
て
、所

得
税
と
併
せ
て
５
千
円
を
超
え
る
部
分

の
全
額
が
控
除
さ
れ
る
場
合
が
あ
り
ま

す
。出
身
地
や
、在
住
の
市
区
町
村
、災

害
に
あ
っ
た
地
域
へ
の
寄
附
な
ど
、地

方
公
共
団
体
で
あ
れ
ば
寄
附
先
に
制
限

は
あ
り
ま
せ
ん
。

■
控
除
の
手
続
き　

　

寄
附
金
控
除
は
、寄
附
を
行
っ
た
方

が
、寄
附
先
が
発
行
す
る
領
収
書
を
添

付
し
、所
得
税
の
確
定
申
告
を
し
て
く

だ
さ
い
。所
得
税
が
課
税
さ
れ
な
い
方

は
、市
民
税
・
県
民
税
の
申
告
を
し
て
く

だ
さ
い
。（
所
得
割
の
課
税
の
あ
る
方
）

※ 

寄
附
金
控
除
は
所
得
割
額
に
の
み
適

用
さ
れ
ま
す
。均
等
割
額
か
ら
差
し

引
く
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん

問
合
せ
市
民
税
課
へ
内
線
１
０
９
５

改正前 改正後

控除方式

所得控除方式（所得から控除）

（寄附金－10万円）×税率10％

寄附金控除対象額の10％の軽減効果

税額控除方式（算出された税額から控除）

（1）と（2）の合計額を税額控除
（1）基本控除 （寄附金－5千円）×10％
（2）特例控除 （寄附金－5千円）×（90％－所得税の税率）
（2） の額については、市・県民税所得割額の1割を限度と

する

控除対象限度額 総所得金額等の25％（寄附金合計額）総所得金額等の30%（寄附金合計額）

適用下限額 10万円 5千円

地方公共団体に対する寄附金税制の見直し

寄
附
金
控
除
の
拡
充


